
(単位：円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 固定負債

有形固定資産 地方債
事業用資産 長期未払金

土地 退職手当引当金
立木竹 損失補償等引当金
建物 その他
建物減価償却累計額 流動負債
工作物 1年内償還予定地方債
工作物減価償却累計額 未払金
船舶 未払費用
船舶減価償却累計額 前受金
浮標等 前受収益
浮標等減価償却累計額 賞与等引当金
航空機 預り金
航空機減価償却累計額 その他
その他
その他減価償却累計額 【純資産の部】
建設仮勘定 固定資産等形成分

インフラ資産 余剰分（不足分）
土地
建物
建物減価償却累計額
工作物
工作物減価償却累計額
その他
その他減価償却累計額
建設仮勘定

物品
物品減価償却累計額

無形固定資産
ソフトウェア
その他

投資その他の資産
投資及び出資金

有価証券
出資金
その他

投資損失引当金
長期延滞債権
長期貸付金
基金

減債基金
その他

その他
徴収不能引当金

流動資産
現金預金
未収金
短期貸付金
基金

財政調整基金
減債基金

棚卸資産
その他

徴収不能引当金

【様式第１号】

一般会計等 貸借対照表
(令和03年3月31日現在）

科目 金額 科目 金額

43,016,744,993 -
18,424,989,739 3,376,210,000
1,562,934,200 -

79,707,172,922 32,695,383,617
74,272,440,717 29,103,786,981

△ 1,758,644,661 -
- -
- -

54,112,329,795 215,386,636
△ 32,836,283,760 3,402,142,117

3,165,894,622 3,027,509,961

- 19,973,934
- 負債合計 36,097,525,734
-

- -
- 270,779,529
- 83,878,693

507,410,617
△ 288,288,988
77,336,027,297

345,525,058 82,855,019,859
30,716,577,204 △ 34,595,101,191
3,195,329,570

582,473,750
2,415,891,124

△ 1,876,772,604

△ 50,616,375,042
-
-

5,430,585,005
99,985,288
13,682,288

4,147,200
4,147,200

-

5,149,831,222
-

5,149,831,222
-

86,303,000
-
-

186,538,559
-

-
3,147,846,937
2,520,980,210

△ 5,770,064
4,650,271,480
1,403,663,000

102,699,328

△ 3,937,785 純資産合計 48,259,918,668

資産合計 84,357,444,402 負債及び純資産合計 84,357,444,402

626,866,727
-
-



(単位：円）

経常費用

業務費用

人件費

職員給与費

賞与等引当金繰入額

退職手当引当金繰入額

その他

物件費等

物件費

維持補修費

減価償却費

その他

その他の業務費用

支払利息

徴収不能引当金繰入額

その他

移転費用

補助金等

社会保障給付

他会計への繰出金

その他

経常収益

使用料及び手数料

その他

純経常行政コスト

臨時損失

災害復旧事業費

資産除売却損

投資損失引当金繰入額

損失補償等引当金繰入額

その他

臨時利益

資産売却益

その他

純行政コスト

-

【様式第２号】

一般会計等　行政コスト計算書
自  令和02年4月1日
至  令和03年3月31日

科目 金額

29,894,140,968

12,172,390,087

4,489,891,130

3,482,985,020

270,779,529

9,017,157,443

736,126,581

7,373,351,319

3,894,797,474

891,079,530

2,587,474,315

-

309,147,638

163,424,684

6,868,363

138,854,591

17,721,750,881

-

6,389,640,335

1,721,293,127

593,659,976

789,757,110

412,562,762

377,194,348

29,104,383,858

1,315,242,688

1,247,245,491

66,866,200

-

1,130,997

10,073,216

-

10,073,216

30,409,553,330



(単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 81,999,804,018 △ 33,791,896,617

純行政コスト（△） △ 30,409,553,330

財源 30,534,836,345

税収等 16,441,716,362

国県等補助金 14,093,119,983

本年度差額 125,283,015

固定資産等の変動（内部変動） 904,463,297 △ 904,463,297

有形固定資産等の増加 3,439,573,904 △ 3,439,573,904

有形固定資産等の減少 △ 2,587,474,315 2,587,474,315

貸付金・基金等の増加 2,348,673,229 △ 2,348,673,229

貸付金・基金等の減少 △ 2,296,309,521 2,296,309,521

資産評価差額 1,564,196

無償所管換等 △ 50,468,254

その他 △ 343,398 △ 24,024,292

本年度純資産変動額 855,215,841 △ 803,204,574

本年度末純資産残高 82,855,019,859 △ 34,595,101,191

125,283,015

【様式第３号】

一般会計等　純資産変動計算書
自  令和02年4月1日

至  令和03年3月31日

科目 合計

48,207,907,401

△ 30,409,553,330

30,534,836,345

16,441,716,362

14,093,119,983

1,564,196

△ 50,468,254

△ 24,367,690

52,011,267

48,259,918,668



（単位：円）

【業務活動収支】

業務支出
業務費用支出

人件費支出
物件費等支出
支払利息支出
その他の支出

移転費用支出
補助金等支出
社会保障給付支出
他会計への繰出支出
その他の支出

業務収入
税収等収入
国県等補助金収入
使用料及び手数料収入
その他の収入

臨時支出
災害復旧事業費支出
その他の支出

臨時収入
業務活動収支
【投資活動収支】

投資活動支出
公共施設等整備費支出
基金積立金支出
投資及び出資金支出
貸付金支出
その他の支出

投資活動収入
国県等補助金収入
基金取崩収入
貸付金元金回収収入
資産売却収入
その他の収入

投資活動収支
【財務活動収支】

財務活動支出
地方債償還支出
その他の支出

財務活動収入
地方債発行収入
その他の収入

財務活動収支

前年度末歳計外現金残高
本年度歳計外現金増減額
本年度末歳計外現金残高
本年度末現金預金残高

163,424,684

【様式第４号】

一般会計等　資金収支計算書
自  令和02年4月1日

至  令和03年3月31日

科目 金額

27,369,097,888
9,647,347,007
4,492,324,528
4,852,743,204

1,247,245,491

138,854,591
17,721,750,881
9,017,157,443
6,389,640,335
1,721,293,127

593,659,976
22,179,051,199
16,407,169,601
5,024,396,000

413,137,802
334,347,796

3,279,914,686

1,247,245,491
-

8,017,834,106
1,580,541,926

5,507,707,217
3,222,854,684
2,284,852,533

-
-
-

3,369,846,000

1,050,889,877
2,229,024,809

-
-
-

△ 2,227,792,531

2,938,025,413
2,934,608,697

3,416,716
3,369,846,000

1,403,663,000

-
431,820,587

本年度資金収支額 △ 215,430,018
前年度末資金残高 1,535,214,325
本年度末資金残高 1,319,784,307

84,889,190
△ 1,010,497

83,878,693



１．重要な会計方針

（１）有形固定資産等の評価基準及び評価方法

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア 昭和59年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

イ 昭和60年度以降に取得したもの

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が判明していないもの・・・・・・・・・・再調達原価

ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

取得原価が判明しているもの ・・・・・・・・・・・・取得原価

取得原価が不明なもの ・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価

（２）有価証券等の評価基準及び評価方法

① 有価証券

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・財務書類作成基準日における市場価格

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・取得原価

② 出資金

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・財務書類作成基準日における市場価格

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・出資金額

ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状況の悪化により出資金の価値が著しく

低下した場合には、相当の減額を行うこととしております。なお、出資金の価値の低下割合が

30％以上である場合には、「著しく低下した場合」に該当するものとしています。

（３）棚卸資産の評価基準及び評価方法

なし

（４）有形固定資産等の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定額法

  なお、主な耐用年数は以下の通りです。

建物 10年 ～ 50年

工作物 8年 ～ 75年

物品 3年 ～ 20年

一般会計等財務書類 注記
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一般会計等財務書類 注記
② 無形固定資産（リース資産を除く）・・・・・・・・・・定額法

  （ソフトウェアについては、見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引

 及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除き

 ます。） 

        ・・・・・・・・・・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

（５）引当金の計上基準及び算定方法

① 投資損失引当金

なし

② 徴収不能引当金

未収金ならびに徴収不能引当金については、過去 5 年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込

み額を計上しています。

③退職手当引当金

 退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給

 された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうちの持分相当額を加算した

 額を控除した額を計上しています。 

④損失補償等引当金

なし

⑤賞与等引当金

翌年度の６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額に

ついて、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

（６）リース取引の処理方法

ファイナンス・リース取引については、１件当たりの契約額が300万円以上であり、かつ契約終了

後に所有権が移転する場合に限り、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

（７）資金収支計算書における資金の範囲

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（日置市資金管理方針において、歳計現金等の保

管方法として規定した預金等をいいます。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受け払いを含ん

でいます。
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一般会計等財務書類 注記
（８）その他財務書類作成のための基本となる重要な事項

① 出納整理期間

当会計年度に係る出納整理期間（令和3年4月1日～5月31日）の現金出納に関する取引を当会計

年度の取引に含めています。

② 消費税及び地方消費税の会計処理

税込方式によっています。

③ 物品及びソフトウェアの計上基準

物品については、取得価額又は見積価格が50万円（美術品は300万円）以上の場合に資産として

計上しています。ソフトウェアについても、原則として物品の取扱いに準じています。

④ 資本的支出と修繕費の区分基準

資本的支出と修繕費の区分基準については、原則として金額が60万円未満であるときに、修繕費

として処理しています。ただし、実施した工事の性質により、原状回復と判断された工事につい

ては金額によらず修繕費として処理しています。

２．重要な会計方針の変更等

（１）会計方針の変更

なし

（２）表示方法の変更

なし

（３）資金収支計算書における資金の範囲の変更

なし

３．重要な後発事象

（１）主要な業務の改廃

なし

（２）組織・機構の大幅な変更

なし

（３）地方財政制度の大幅な改正

なし

（４）重大な災害等の発生

なし
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一般会計等財務書類 注記
４．偶発債務

（１）保証債務及び損失補償債務負担の状況

なし

（２）係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けているもの

なし

（３）その他主要な偶発債務

なし

５．追加情報

（１）財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項

①一般会計等財務書類の対象範囲は次の通りです。

②地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間

 における現金の受け払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。

③表示単位未満の金額は四捨五入することとしておりますが、四捨五入により合計金額が一致しな

 い場合があります。 

④地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率の状況

実質赤字比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・△ 6.02 ％

連結実質赤字比率・・・・・・・・・・・・・・・・・△ 24.22 ％

実質公債費比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・7.81 ％

将来負担比率・・・・・・・・・・・・・・・・・・・30.50 ％

⑤利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額

千円

⑥過年度修正等に関する事項

なし

2,562

一般会計
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一般会計等財務書類 注記
（２）貸借対照表に係る事項

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定要素

標準財政規模・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 千円

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額・・・ 千円

将来負担額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 千円

充当可能基金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 千円

特定財源見込額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ 千円

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入額・・・・・・・・ 千円

（３）行政コスト計算書に係る事項

なし

（４）純資産変動計算書に係る事項

①固定資産形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

（５）資金収支計算書に係る事項

①基礎的財政収支

千円

②既存の決算情報との関連性

 歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その分だけ

相違します。

支出（歳出）

36,693,221千円

0千円

0千円

387,000千円

資金収支計算書

繰越金のうち歳計剰余金処分による基金積立

に伴う差額
翌年度繰上げ充用金に伴う差額

相殺消去に伴う差額

△ 427,998

歳入歳出決算書

財務書類の対象となる会計の範囲に伴う差額

繰越金のうち前年度歳入歳出差引額に伴う差額

△18,145千円

36,846,646千円

14,416,265

2,324,850

37,314,566

7,638,117

1,081,999

24,906,025

0千円 0千円

△18,145千円

37,062,076千円

収入（歳入）

38,013,005千円

0千円

△1,535,214千円

387,000千円
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一般会計等財務書類 注記
③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支

  投資活動収入の国県等補助金収入

  未収債権、未払債務等の増加（減少）

  減価償却費

  賞与等引当金繰入額

  退職手当引当金繰入額 

  徴収不能引当金繰入額

  資産除売却益（損）

純資産変動計算書の本年度差額

④重要な非資金取引

なし

0千円

△6,868千円

△66,866千円

125,283千円

1,580,542千円

1,050,890千円

425,839千円

△2,587,474千円

△270,780千円
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